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●人口 
    ２，３０７，２９２人  
●世帯数 
  １，０７５，２３９世帯 
 
●市域面積 
          ３２６．４４㎞2 

 
●市街化区域面積 
          ３０２．５８㎞2 
     （市域の９３％） 
 
●人口密度 
     ７，０６８人／ ㎞2 
 
※平成２８年１２月１日現在  
      

名古屋市の概況 

 
縄文期の推定海岸線 

河川 

分水界 

市街化調整区域 

表示     区分 

0m未満 

0m以上2m未満 

2m以上6m未満 

6m以上14m未満 

14m以上30m未満 

30m以上50m未満 

50m以上100m未満 

100m以上150m未満 

150m以上 

 

 

 

表示     分類  

ゼロメートル地帯は、 
市域全体の約１４％ 
(約４６㎞2） ２ 



伊勢湾台風における浸水実績 南海トラフ巨大地震 津波浸水想定 
（あらゆる可能性を考慮した最大クラス） 

12区が浸水（千種・東・北・西・中村・中・昭和・ 
瑞穂・熱田・中川・港・南） 

7区が浸水（中村・瑞穂・熱田・中川・港・南・緑） 

名古屋市の浸水実績・被害想定 

中村 

中川 

港 

南 

緑 

瑞穂 熱田 

中 

昭和 
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各種計画の策定 

市民の命を守り、生活への影響を最小化 

計画名称 策定時期 概要 

名古屋市地域強靱化計画 H28.3 

・大規模自然災害から市民の命や財産を 
 守り、本市の社会経済活動を維持 
・名古屋大都市圏の産業・経済活動等の 
 持続的成長を促進 
・首都圏が被災した場合のバックアップ 
 機能や他地域が被災した場合のサポー 
 ト機能の充実により国全体の強靱化に 
 寄与 

名古屋市震災対策実施計画 
H26.10 
（H28.10改定） 

本市の実施すべき震災対策を総合的・計画
的に推進するため、平成26～30年度の５年
計画で策定 
⇒延べ１９１事業を実施 

名古屋市風水害対策実施計画 H28.10 

本市の実施すべき風水害対策を総合的・計
画的に推進するため、平成28～30年度の３
年計画で策定 
⇒延べ１４４事業を実施 
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築地ふ頭西 

整備完了：215m 整備完了：87m 

整備完了：230m 

防潮壁の強化施策 

堀川口防潮水門 

整備完了：689m 

防潮壁の液状化対策 
（大手ふ頭） 

整備完了：320m 

防潮壁の液状化対策 
（潮凪ふ頭） 

きそがわ

木曽川
（１級河川）

や と み し

弥富市

いかだがわ

筏川
（２級河川）

と び し ま む ら

飛島村

にっこうがわ

日光川
（２級河川）

とびしま

飛島ふ頭

や と み

弥富ふ頭

な べ た

鍋田ふ頭

そ ら み

空見ふ頭

いなえい

稲永ふ頭

しおなぎ

潮凪ふ頭 し お み

潮見ふ頭

しんぽう

新宝ふ頭

ふ な み

船見ふ頭

し ょ う わ

昭和ふ頭

お お え

大江ふ頭

ガーデンふ頭
お お て

大手ふ頭

と う か い も と は ま

東海元浜ふ頭

きたはま

北浜ふ頭

みなみはま

南浜ふ頭

みなみごく

南５区

ポートアイランド
（土砂処分場）

な ご や し

名古屋市

と う か い し

東海市

ち た し

知多市

しんかわ

新川
（１級河川）

しょうないがわ

庄内川
（１級河川）

ほりかわ

堀川
（１級河川）

てんぱくがわ

天白川
（２級河川）

なかがわうんが

中川運河

弥富
木曽岬ＩＣ

飛島ＩＣ

名港中央ＩＣ

名港潮見ＩＣ

東海ＩＣ

知多市役所

東海市役所

飛島村役場

東海道新幹線

湾岸弥富ＩＣ
よ こ す か

横須賀ふ頭

き ば かなおか

木場金岡ふ頭

きんじょう

金城ふ頭

【凡例】 
 名古屋港管理組合所管海岸   

国土交通省所管海岸 

農林水産省所管海岸 

名古屋港海岸 拡大図 

【凡例】 

防潮壁 26.4ｋｍ 

液状化対策予定 15.1ｋｍ 

液状化対策済み  1.5ｋｍ 
※高潮防波堤（国交省）はＨ２８年度完成予定 ５ 



中
川
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荒
子
川
（
市
） 

新
堀
川
（
市
） 

植
田
川
（
市
） 

天白川（県） 

天白川（県） 

実施予定区間（H34まで） 
（うちH30までに優先の高い区間を実施） 

耐震対策検討区間 

国土交通省 河川堤防 
愛知県 河川堤防 
名古屋港管理組合 防潮壁 

凡 例 

JR橋梁 
（下流より2.5km） 

津波による浸水分布図 
（過去の地震を考慮した最大クラス） 

工事着手前 

工事完了後 

堀
川
（
市
） 

対策断面図 

戸田川Ｐ 荒子川Ｐ 

船見Ｐ 

大高西部Ｐ 

鶴田Ｐ 

（参考）南海トラフ巨大地震被害想定 
   【過去の地震を考慮した最大クラス】 
    ・最大震度：６強 
    ・最高津波水位：TP +3.3m 
    ・死者数：1,400人 
   【あらゆる可能性を考慮した最大クラス】 
    ・最大震度：７ 
    ・最高津波水位：TP +3.6m 
    ・死者数：6,700人 

耐震対策検討 ポンプ所 

名鉄橋梁 
（下流より4.0km) 

アジア№１航空宇宙産業 
クラスター形成特区 

氾濫区域内人口 
約20,000人 

氾濫区域内人口 
約15,000人 

H27 

H26 H28 

河川の震災対策 
山崎川の耐震対策 

 
検討区間    下流から４．０km 
【対策実施区間】     ２．５km 
 
➡うち最優先堤防３，７００ｍを 
  Ｈ３０までに実施 
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緊急避難対策 

平成23年度より 
順次指定 

津波避難ビル（港区） 

同報無線の整備 

指定数：９６２棟 
（平成28年12月1日時点） 

津波避難ビルの指定 

市民に対する災害時の情報伝達体制を充実さ
せるための同報無線の更新及び増設を実施 

↑同報無線  

１７７局 
（東海豪雨を契機に整備） 

２３２局  
（平成29年度末） 

＝充足率：１３３％ 
73万人（津波避難ビル収容人数） 

 
 55万人（津波浸水区域人口） 
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防災拠点の強化 

災害救助用物資の備蓄 

非常用電源設備の機能強化 

・市役所、区役所、消防署における稼働時間を、 
 平均７２時間へと強化 
・津波等による浸水が想定される区役所、消防署に 
 おいては、浸水深を考慮し、上階に整備 

↑非常用発電機  

【平成30年度までの主な備蓄目標】 
 ・食糧：１６９万食 
 ・毛布：３２万７千枚  など 

・津波等による浸水が想定される学区の避難所に
おいては、 避難所定員に対する３日分の食糧及
び２枚の毛布を配備 ↑食糧、毛布等の災害救助用物資 
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主要な指定避難所である市立小中学校
において、 
・給排水管の耐震性強化に向けた改修 
・段差解消に必要な簡易式スロープの 
 配備 
・発電機・投光器の配備 
・デジタル移動無線の移設 
を実施 

市民に安心感を与える避難所の整備 
 

敷地内における耐震性

の低い埋設給排水管の

改修を実施 

防災拠点の強化 

↑簡易スロープの配備 ↑発電機・投光器の配備 ↑デジタル移動無線の移設 

↑給排水機能確保 
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地域における防災対策 

各学区における地域ごと
の特性に応じた計画の
策定を支援 

＜平成27年度＞ 
各区１学区（全１６学区） 
が策定 
＜平成28年度＞ 
各区２学区（全３２学区） 
が策定（予定） 

地域避難行動計画の策定支援 

港区福田学区の地域避難行動計画 

地域における各種訓練の実施 

・各区において、地域の住民が参加して 
 行う避難所の開設・運営訓練の実施 

避難所開設・運営訓練の様子 

＜平成27年度＞ 
94.4％の学区で実施 

平成30年度までに 
100％の実施を目指す 

・自主防災組織による各種訓練の実施 １０ 



住民への普及啓発 

指定緊急避難場所及び指定避難所、災
害時の避難の仕方等を分かりやすく説明
した啓発用リーフレットを作成し、全戸に
配布（平成29年3月配布予定） 

（案） 

指定緊急避難場所等の普及啓発 

防災アプリによる各種防災情報の提供 

予測震度や浸水深、避難所、津波避難ビル
などの情報を、GPS情報と連動して表示 

１１ 



＜今後の検討事項＞ 

想定最大規模の風水害時における 
広域避難のあり方 

想定最大規模の風水害時における広域
避難のあり方に係る調査・検討を行い、 
「命を守る」ための施策を推進 

避難する人 
（伊勢湾台風） 

【検討内容】 

・広域避難先の候補地の検討 

・広域避難における鉄道利用の適正規模の検討 

・広域避難におけるバス避難の手法検討 

・広域避難の意思決定タイミングの設定 

・逃げ遅れた住民や要配慮者のための緊急避難先
の検討 

・広域避難の全体最適に到達するための住民理解
の促進 

広域避難 

垂直避難 
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＜今後の検討事項＞ 

国や他都市等からの人的・物的支援を円滑
に受け入れるための体制確保に向けた受援
計画を検討 

大規模災害時の受援計画の策定 

災害時における各種活動拠点や廃棄
物仮置き場などに利用可能なオープ
ンスペースの利用計画を作成 

オープンスペース利用計画の策定 

応援職員との打ち合わせ（熊本地震） 

１３ 
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